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要　旨
　調査を複数回行う場合や複数の既存の調査の結果を比較して利用しようとする場合，関心の
ある質問の結果を比較しやすいように同一の質問文を常に使用できるとは限らない．自らの調
査の改良のために質問文を改訂する場合もあるし，既存の調査の結果を比較検討する場合，同
じ趣旨だが厳密には表現が異なる質問文を用いた調査の結果を利用せざるを得ない場合もある．
　既存研究の多くは，質問文を変更して結果が大きく変わることを示しているが，そこで示さ
れる例は，変更によって結果に影響がでることが理論的に明らかなものが多い．影響が出るこ
とを期待して質問文のワーディングを違えてあるといってもよい．しかし，質問文の改善のた
めにワーディングや構造をやむをえず修正したような場合では，どの程度の影響があると考え
られるのだろうか．
　本稿では，日本人の国民性調査を含む 4 つの調査の比較を通じて，質問文のワーディングや
構造の変更を行った場合に調査の結果に与える影響の程度について検討した．
　具体的には，まず相対度数分布の変化という観点から，4 つの調査における似て非なる質問
文による結果の類似性を検討した．その結果，ワーディング・時期がほぼ同一で調査条件が似
ている調査 A と B の間のほかに，モードや構造が大きく異なる調査 C と D の間でも度数分布の
差が小さく，調査 A・B と調査 C・D の間の方が度数分布に乖離が見られた．これは，改訂する
前の質問の回答分布に無回答が多かったためであった．次に，性・年齢・学歴といった項目と
ともに多重対応分析を行った結果，細かい点では各調査間に異なる特徴がみられるものの，大
まかな傾向としては 4 つの調査の結果の間で共通性があることがうかがえた．
　以上から，質問文の変更といっても，変更による直接の回答分布への影響よりも無回答によ
る誤差を小さくする場合があることと，属性変数との関連性などの構造的な特徴においては全
体的には安定した結果を保つことができる場合があることがわかった．
キーワード：ワーディング，質問文，国民性調査，市民社会調査
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The effect of the change in the wording and 
structure of a question:
An examination of the comparability among non-experimental 
designed surveys
Wataru MATSUMOTO
Key Words: wording, question, Japanese National Character Survey, Civil Society Survey
Abstract
 Many previous studies have shown that changes to questions infl uence results; however the examples 
at those studies were usually prepared in the hope of proving that the changes will exert a certain effect 
on the responses. On the other hand, questions used in real comparative surveys often use different 
wording or structure to minimize the nonresponse error on the results although having essentially the 
same meaning.
 This paper addresses infl uences on the results of the surveys where wording or structure of questions 
have been changed for the improvement in expression. Specifi cally, this paper examines the similarity in 
the relative frequency distribution produced by four surveys that used close but not exactly the same 
questions, and confi rms stable structural feature among the four survey results using multiple 
correspondence analysis (MCA). 
 First, an examination of the distribution revealed that any discrepancy of the distribution was 
relatively small when the item nonresponse error was small, while it was relatively large when the item 
nonresponse error was large even if both wording and structure were the same. Second, MCA showed 
that there remained rough commonality in the structural feature, such as associations with the 
demographic variables, among the four surveys despite different expression.
 Therefore, it was found that modifi cation of the wording and structure of questions can reduce item 
nonresponse error rather than directly infl uence relative distribution of its response, and that rough 
commonality can be broadly preserved despite such the change.
1．はじめに
　継続調査や比較調査においては，比較可能性を持たせるために質問文を常に同一にすること
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が重要である（林，2002）1）．このように考えるのは，比較を伴う調査において質問文に何らか
の表現上の違いがある場合、それだけで回答に影響が生じ，本来の目的である結果の比較が十
分に行えないためである．実際，調査法の分野では，このような質問文の表現上の違いによる
回答への影響として，ワーディング（言い回し，wording）の影響や，キャリーオーバー効果
（carryover effect）などの質問文の順番の変更が与える回答傾向への影響などがこれまでに研究
されてきた．
　例えば，日本でワーディングの影響を検討したものとしては，林（1970）が，2 種類の人情
課長についての質問文を用いた都内の面接調査の結果から，選択肢の文章の前半と後半を入れ
替えるだけでも大きく回答結果が変わることを示したものがある2）．海外でも，Loftus and Zanni 
（1975）が，冠詞の theと aを入れ替えると回答の分布が変わったことを報告しているし，Tversky 
and Kahneman（1980）も，2 つのプログラム案からいずれかを選ばせる二種類の集合調査におい
て，実質的には同じ内容であっても異なるワーディングを用いると異なる結果を得ることを示
している3）．Loftus and Zanni（1975）とTversky and Kahneman（1980）は，どちらも実験的な集合
調査の結果に基づくものであったが，米国民一般を実際に調査したものについてもワーディング
の影響が議論された事例がいくつかある．一つは，ギャラップ社とシカゴ大学のNORC （National 
Opinion Research Center）がそれぞれ実施した朝鮮戦争についての調査を比較すると，ギャラッ
プの調査よりも NORC の調査の方が一貫して朝鮮戦争に対しる支持が高かったことである
（Bradburn & Danis, 1984； Tourangeau, Rips & Rasinski, 2000； Groves, Fowler, Couper, Lepkowski, 
 1） ただし，林（2002）は「一見容易そうに見えるがそうではない」と述べている．
 2） 第 4 次国民性調査（1968年実施）と1967年に実施された東京都23区の有権者を対象とした調査の二つ
の調査の結果の比較に基づいている．この 2 つの調査では，質問文は，“ある会社につぎのような 2 人
の課長がいます．もしあなたが使われるとしたら，どちらの課長につかわれる方がよいと思いますか，
どちらか一つあげて下さい？”と共通するが，リストについては，異なっている．
 　前者では，
 　1 　規則をまげてまで，無理な仕事をさせることはありませんが，仕事以外のことでは人のめんどう
を見ません
 　2 　時には規則をまげて，無理な仕事をさせることもありますが，仕事のこと以外でも人のめんどう
をよく見ます
 を使用したのに対し，後者では，
 　1 　甲課長　仕事以外のことでは人のめんどうを見ませんが，規則をまげてまで，無理な仕事をさせ
ることはありません
 　2 　乙課長　仕事のこと以外でも人のめんどうをよく見ますが，時には規則をまげて，無理な仕事を
させることもあります
 となっていた．
 3） Tversky and Kahneman （1980）は，異なるワーディングを伴う二種類の調査を行っている．どちらの
調査でもある病気で600人が死亡するという予想を前提とした同じ一組のプログラム案の説明を行って
いるが，その際に，一方のプログラム案では200人が助かるという表現を使うのに対し，もう一方では
400人が確実に死ぬといった表現を使うという風に表現を変えてなされている．
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Singer, & Tourangeau, 2004, 2009）4）．もう一つは，split-ballot 法を用いた GSS（General Social 
Survey）の実験的な社会調査や各種調査の結果の比較を行うことにより，“welfare”と“assistance 
to the poor（ATP）”であれば，後者の表現を用いた方が支出についての賛同を得やすいことを
明らかにした数々の調査研究である（Smith, 1987； Rasinski, 1989； Huber & Paris, 2013）．近年
の日本では，3 種類の留置調査によって，夫婦別姓についての賛否を尋ねる質問を題材に質問
文本文と選択肢のワーディングを変更させた場合、1 変量の分布だけでなく、2 変量間の関連
にも違いを生じさせることを示した斉藤（2008）の研究がある．
　以上は，質問文の変更の影響を受けて回答の分布が変わってしまうという研究の事例である
が，質問文の変更が回答の分布以外に与える影響があることも知られている．例えば，Bassili 
and Scott（1996）は，同じ趣旨の質問について，肯定的な質問をする場合の方が否定的質問を
する場合よりも，回答時間が短くなり，質問の繰り返しや説明を求められる頻度が低減すると
いう結果を報告している．
　また回答に影響するのは，質問文のワーディングだけではない．調査票における質問文の順
序も大きく影響することが知られている．例えば，鈴木（1995）は，1967年に実施した全国パ
ネル調査5）の結果から類似かつ連続した二つの質問において，先行質問がある場合とない場合
とを比較し，先行質問がある場合には後続の質問の回答の分布に一定の方向に影響（キャリー
オーバー効果）が生じたことを示している6）．
　では，質問文の変更は，回答の結果に常に影響を及ぼすのであろうか．実は，上述したよう
な先行研究において示されている質問文の違いの多くは，異なる回答の結果が生じることがあ
る程度想定されたものであり，異なる結果が生じることに理論的な説明がつくものが多い．前
述の人情課長の質問文における選択肢の文面の前後の入れ替えによる影響については，林（1970）
自身が，文面の前後入れ替えによって選択対象である二種類の課長イメージが，別人物と言え
るほどに変更が起きていることをその原因として指摘している．また，「……だが……」の形式
の日本語では，文の後半の方が強い意味をもつためとも考えられる（林・山岡，2002）．また，
Tversky and Kahneman（1980）が示した二種類の対策プログラムの選択の例についても，（600
人のうちの）「200人が生き残るだろう」と「400人が死ぬだろう」とでは，Tversky and Kahneman 
 4） ギャラップ社の調査では，“Do you think the United States made a mistake in deciding to defend Korea or 
not?”といった質問であったのに対し，NORC の調査では“Do you think the United States was right or 
wrong in sending American Troops to stop the Communist invasion of South Korea?”と質問の仕方が異な
っている（Bradburn & Danis, 1984； Tourangeau, Rips & Rasinski, 2000； Groves, Fowler, Couper, Lepkowski, 
Singer, & Tourangeau, 2004, 2009）．
 5） 1967年 2 月～3 月（第Ⅰ次全国調査），1967年10月～11月（第Ⅱ次全国調査）に実施されたパネル調
査であり，質問順の研究では，調査対象者は折半されている（統計数理研究所，1968）．
 6） 具体的には，入社試験で一番の人と二番の親戚のいずれを採用するか，一番の人と二番の恩人の子の
いずれを採用するかを尋ねる二つの質問について，前後の順番を入れ替えた二種類の調査票を用いた
ところ，「1 番の人を採用する」という回答比率が，どちらの場合も先行質問のあるときに減少する傾
向がみられた（鈴木，1995）．
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（1980）自身がフレーミング（framing）の変化の効果と呼ぶことからも分かるように，同一の
内容を意味する対策プログラムであっても，全く異なるものとして認知される性質を帯びてい
る7）．Loftus and Zanni（1975）が扱った異なる冠詞を用いた表現も，回答者に明らかに異なる意
味として認知させるので，異なる回答分布が生じる蓋然性は高い．
　一方，実際の社会調査を用いた研究においては，すでに公表されている調査を用いて，趣旨
は同じだが厳密には同一ではない質問の結果を比較したい場合も珍しくない．また，現実の継
続調査においては，諸事情から質問文のワーディングを変更したい場合も出てくる．社会情勢
の変化によって，以前のワーディングが陳腐化して，質問文として使いにくい場合などがそれ
である．既存の調査の質問文を参考にして，新しい調査においても答えやすい表現に改善した
い場合8）や異なるモードで調査を行うために質問文の作り方に調査モードに対応した調整を施
す必要が生じた場合，国際比較調査などの場面で使用する言語や背景となる文化が異なるため
にバックトランスレーションをしても微妙なニュアンスの差異を残さざるを得ない場合なども
考えられる9）．そのような場合，調査の実施者や利用者は，質問文のワーディングの変化による
影響が生じることを期待するのではなく，むしろそのワーディングの差異による影響を最小限
に抑えたうえで（少なくとも影響が小さいことを期待して），調査を行ったり，公表された結果
を用いて比較を行ったりすることになる．つまり，実際の社会調査の利用の場面では，差異が
生じない，または小さいであろうという期待をもつことがあるにもかかわらず，先行研究の多
くでは，差異が生じると想起されやすい質問文の変更とその影響についての検証がなされてき
た10）．
　そこで，本稿では，ボランティアとの関わりについて共通して尋ねた 4 つの全国調査の回答
結果を用いて，質問文のワーディングと質問構造の変更の影響について検討する．本稿で取り
扱う 4 つの全国調査では，ボランティアとの関わりについての質問項目11）の趣旨は共通してい
たが，段階的に質問文の改訂を行ったために，やむを得ずワーディングと質問構造が調査によ
 7） のちにフレーミング効果（framing effect）として定着した概念である．同じ情報や同じ問題であって
も提示の仕方が違うと，異なる感情が掻き立てられ，それらに対する考え方や選好に影響が出ること
である（Tversky & Kahneman, 1984； Kahneman, 2011）．
 8） 既存の調査のワーディングには常に改善の余地があると思って改善を心掛けた方がよい（保田，2014）．
 9） このような場合は，以前の質問と新しい質問を一度併用した調査を実施し，質問の性格を十分に理解
した上で，連鎖的に分析するのが理想である（林，2002）．しかし，多くの社会調査における費用的・
時間的な制約を考えると，常にこのような実践できるとは限らない．
10） 例外としては，朝鮮戦争についての意見を尋ねたギャラップ調査とNORC調査の結果の比較（Bradburn 
& Danis, 1984； Tourangeau, Rips & Rasinski, 2000； Groves, Fowler, Couper, Lepkowski, Singer, & 
Tourangeau, 2004, 2009）があるが，“deciding to defend Korea”という表現のギャラップ社の調査に対
し，NORC の調査は，“to stop the Communist invasion”という強い表現が加えられているので，明らか
に意味の異なる質問文となっている．
11） 本稿では，質問のテーマや趣旨を質問項目とよんで，質問項目に基づいて実際に作成される質問文と
区別している．
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って異なったためである．それ故に本稿で議論する結果は，いわゆる split-half による実験的な
調査（split ballot 法）に基づくものにならないため，厳密に論じる上での限界もあるが，実際
の社会調査においても，金銭的または時間的な理由から，質問文を追加や修正するたびに実験
的なデザインの調査を実施できないというのもまた現実である．本稿は，そのような調査実施
における現実的な限界を踏まえて，非実験的なデザインの調査結果の比較を行い，そこから質
問文のワーディングと質問構造の変更についての有益な含意を得ようとするものである．
2．調査と質問項目
　本論に先立ち，本稿で議論する 4 つの調査の概要と取り扱う質問項目について述べる．
　まず，4 つの調査とは，意識動向（2007年度）調査12），市民社会調査（面接調査）13），第12次日
本人の国民性調査（M型）14），市民社会調査（日本電話調査）15）の 4 つの調査（以後，順に調査A
「意識動向07」，調査 B「市民社会07」，調査 C「12次国民性 M 型」，調査 D「市民社会08」と略
記）である（表 1）．
表 1　四調査の概要
A　意識動向07 B　市民社会07 C　12次国民性 M 型 D　市民社会08
時期 2008年 1～2 月 2008年 2 月 2008年10～11月 2009年 2～3 月
モード 面接調査 面接調査 面接調査 電話調査 RDD
計画標本 2100 1200 3187 ―
回収標本 1001 545 1573 865
回収率 48% 45% 49% ―
実査機関 専門調査機関 X 専門調査機関 Y 専門調査機関 Y 株式会社 Z
調査地域 日本全国 日本全国 日本全国 日本全国
母集団 20歳以上80歳未満の男女
20歳以上80歳未満の
男女
20歳以上80歳未満の
男女
20歳以上の男女
　これらの全ての調査において，ボランティアとの関わりについての質問項目を用意したが，
実際に使われた質問文の表現は，4 つの調査で必ずしも共通しているわけではない．また，4
つの調査は，似たところもあるが，異なる点も多い．とりわけ，調査 A と調査 B においては，
12） 詳細は，日本人の国民性に関する意識動向（2007年度）調査のこと．結果の概要（速報）は，
 http://www.ism.ac.jp/survey/detail/Doukou2007res.htm　を参照．
13） 詳細は，松本・前田（2008）参照．
14） 詳細は，統計数理研究所国民性調査委員会（2009）参照．第12次日本人の国民性調査にはこの他に K
型があるが，本稿に無関係なので説明を省略する．
15） 詳細は，松本・西舘・芝井・二階堂・藤田（2010）参照．
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質問文のワーディングは同一であり，時期もほぼ同じであるが，調査 C・D と調査 A・B とは，
ワーディングだけでなく，質問構造，時期などの多くの点で異なっている ．そこで，これら 4
つの調査の異同がわかるようにそれぞれの概要を順に述べる．
　調査 A「意識動向07」は，2008年の 1 月から 2 月にかけて実施された面接調査である．調査
B「市民社会07」も同時期16）に実施された面接調査であり，調査 A との共通点は多いが，サンプ
ルサイズが調査 A の半分程度である．調査 C「12次国民性 M 型」も，A・B と同様の面接調査で
あるが，半年以上後の2008年の10～11月に実施されており，時期が異なる点に注意がいる．な
おサンプルサイズは，A の1.5倍と 4 つの調査の中で一番大きい．調査 D「市民社会08」は，他
と最も異なっており，電話調査（RDD）による．また時期も最も遅く，調査 A と調査 B のおよ
そ 1 年後に実施された調査である．
　次に，質問文の異同と簡単な結果を述べるわけだが，あらかじめ 4 つの調査の質問のワーデ
ィングと構造を比較して整理したものの全体像を示すと図 1 のようになる．
　まず，調査 A と調査 B においては，その内容はそれぞれ以下のようなものであった17）．
16） 厳密には，全調査地点80地点のうち訪問が困難な 1 地点（宮古島市）だけ 1 月に先行して調査が実施
され，残りの79地点では 2 月に調査が実施された．
17） 調査 A と調査 B の質問文に「一生涯の間に」という表現を入れたのは，将来だけでなく，過去や現在
も含めてボランティア活動をするかどうかを尋ねるためである．この箇所で調査員が語気を弱めない
ようにするため「一生涯の間に」に下線を付した．
図 1　各調査における質問項目と経験の有無との関係
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〈調査 A〉
問21〔回答票15〕あなたは、一生涯の間に、ボランティア活動をすると思いますか？
　　1（ア） ボランティア活動をしたことがある
　　2（イ） ボランティア活動をしたことはないが、いつか必ずすると思う
　　3（ウ） ボランティア活動をしたことはないし、一生涯を通じても、ボランティア活
動をするとは限らない
　　4（エ） 生涯を通じて、ボランティア活動をすることはない
　　5  その他〔記入 〕
　　6  わからない
〈調査 B〉
問19　［カード18］あなたは，一生涯の間に，ボランティア活動をすると思いますか。
　　1． ボランティア活動をしたことがある
　　2． ボランティア活動をしたことはないが，いつか必ずすると思う
　　3． ボランティア活動をしたことはないし，一生涯を通じても，ボランティア活動を
するとは限らない
　　4． 生涯を通じて，ボランティア活動をすることはない
　　8． その他（記入 ）
　　9． わからない
　問番号と選択肢のコーディングの仕方の一部に違いはあるが，対象者が認識する質問文と選
択肢としては，実質的に同一の内容であった．
　それぞれの結果を述べると，調査 A（n=1001）では，選択肢の番号の昇順に394（39%），286
（29%），167（17%），97（10%），15（2%），42（4%）であった．一方，調査 B（n=545）では，
選択肢の番号の昇順に194（36%），151（28%），80（15%），93（17%），1（0%），26（5%）で
あった．同時期に行われた調査であるが，表 2 のように相対度数分布に違いが生じている18）．
18） 2 標本の相対度数分布の比較であるが，参考までに独立性の検定における統計量を示した．
表 2　調査 A と調査 B の度数分布
したことが
ある
いつか必ず
すると思う
するとは
限らない
することは
ない その他 DK 計
調査 A 39439％
286
29％
167
17％
97
10％
15
2％
42
4％
1001
100％
調査 B 19436％
151
28％
80
15％
93
17％
1
0％
26
5％
545
100％
計 58838％
437
28％
247
16％
190
12％
16
1％
68
4％
1546
100％
χ2=24.0693＊＊＊, df=5, p=0.0002, Cramer’sV=0.1248
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　調査 A・B の完了の 8ヶ月後に実施された調査 C においては，質問文・選択肢ともに若干の変
更を行った．調査 A・B の 1 つ目の選択肢は，過去と現在の両方の経験を含めたものであるが，
実際に調査をやってみてやや分かりにくいと考えられたことと，現に「わからない」が 4～5
％あったため，もう少し答えやすい質問文にできるのではないかと考えられたからである．そ
こで，調査 C の質問文では，「一生涯の間に」という表現をやめ，単に「あなたの関わりは次
のどれでしょうか」とした．また選択肢については，ボランティアの経験がある場合は，調査
A・B では一つの選択肢で答えてもらっていたが，調査 C では「現在している」「過去にしたこ
とがある」の二通りに区別した．逆に，したことがない人については，調査 A・B では三段階に
分けて聞いていたが，調査 C では「すると思う」「しないと思う」の二区分にとどめる形とな
った．
問28〔リスト19〕ボランティア活動とあなたの関わりは次のどれでしょうか？
　　1（ア） 現在している
　　2（イ） 過去にしたことがある
　　3（ウ） まだしたことはないが、そのうちすると思う
　　4（エ） これまでにしたことはないし、今後もしないと思う
　　5 その他〔記入 〕
　　6 わからない
　その結果，調査 C（n=1573）では，選択肢番号の昇順に度数（相対度数）を述べると，250
（16%），460（29%），409（26%），435（28%），2（0%），17（1%）となった．調査 A や調査
B と比べると，その他・DK の割合が減っている．
　この質問は，もともとボランティアの経験の有無と今後のボランティアの可能性の 2 つの事
柄を尋ねるものである．調査 A・B・C では，質問数を抑制するため一つの質問にまとめて尋ね
ていたが，電話調査法を用いた調査 D では，会話のみで選択肢が書かれたカードを提示するこ
とがない．そこで調査 D では，電話調査としてスムーズに実施することを優先し，質問の構成
自体も経験の有無と今後の可能性の二段階に分離し，二問構成へと変更した．
　具体的には，以下のように，まずこれまでにボランティア活動をしたことがあるかどうかと
いった経験の有無について質問した．
Q10　あなたは，これまでに，ボランティア活動をしたことがありますか。
　　1． はい
　　2． いいえ
　　3． DK・NA
　その結果，調査への協力があった865人のうち，「1. はい」が471人（55%）と過半数を超え，
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「2．いいえ」が391人（45%），「3．DK・NA」が 3 人（0%）となった19）．
　このうち「いいえ」と回答した者に対しては，さらにボランティア活動に今後参加する可能
性を尋ねる質問を行った20）．質問の具体的な尋ね方は，下記のとおりである．
Q10SQ1　 では，これからの人生でボランティア活動をする可能性はどれくらいだと思い
ますか。
　　1． いつか必ずボランティア活動をすると思う。
　　2． ボランティア活動をする可能性はかなり高い。
　　3． ボランティア活動をする可能性はあまりない。
　　4． ボランティア活動をする可能性は全くない。
　　5． その他
　　6． DK・NA
　その結果，選択肢番号の昇順に39人（5%），107人（12%），180人（21%），54人（6%），0
人（0%），11人（1%）となり，現在していない人の間では，これからの人生でもする可能性
がない人がやや多いという結果となった21）．また調査Dでは，一問目のDK・NA，二問目のその
他，DK・NA のいずれも非常に低い割合にとどまっている．
　ところで，調査 D は，RDD（Random Digit Dialing）法による電話調査であるため，世帯抽出
を用いている．在宅率などの非標本誤差を無視すれば，世帯内の対象者の抽出確率は，世帯内
の有権者数によって異なる．そのため世帯内有権者数で重みづけて集計や分析を行うという考
え方もありうる．そこで，実際に世帯内有権者数で重みづけてこの回答の相対度数分布を求め
ると，Q10の「1. はい」が55%，Q10SQ1 については，選択肢番号の昇順に，5％，13％，21
％，6％，0％，1％となり，実は重みづけを行わない場合とほとんど変わらない．ゆえに，調
査 D については，世帯内有権者数で重みづけた数字ではなく，重みづけを行わない実際の数字
を本稿では取り扱うものとする．
3．調査結果の比較
　本節では，調査結果の比較を行うが，質問文の構造が異なったままでは，各調査の結果を比
較しにくい．しかし，4 つの調査のどれにおいても，選択肢からボランティア活動を経験した
ことがあるかどうかを区別することは可能である．調査Aと調査Bでは，選択肢 1 が経験有り，
選択肢 2～4 が経験無し，調査Cでは，選択肢 1 と 2 が経験有り，選択肢 3 と 4 が経験無し，調
19） DK，NA は，それぞれ Don’t Know（わからない）, No Answer（無回答）の略．
20） ここでは，カードのような形での視覚的な選択肢の提示はないものの，選択肢 1～4 についてはひと通
り読みあげを行っている．
21） ここでの%の数値は，二問目の質問に答えた人だけでなく，回答者全体を100%とした値である．
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査 D では，したことがありますかと尋ねているので，図 1 で示したように「1．はい」と「2．
いいえ」がそのまま経験の有無に対応している．
　そこで，まず経験の有無とその他・DK の相対度数の変遷を確認してみた．四つの調査におけ
るボランティア活動の経験の有無とその他・DK を帯グラフにしたものが図 2 である．
　経験有りの％に注目すると，調査 A で39％，調査 B で36％であったが，8 か月後の調査 C で
は45％，1 年後の調査 D で54％と徐々にその割合が増加している．逆に経験無しの％に注目す
ると，調査 A で55％，調査 B で59％であったが，8ヶ月後の調査 C で54％，1 年後の調査 D で
45％と減少している．つまり，経験無しの方が多かったのが，1 年間で経験有りの方が 9％も
多くなっているのである．しかし，ボランティア活動の経験者の割合が，たかだか 1 年でこれ
ほどまでに変化するものであろうか．総務省統計局が実施する「社会生活基本調査」でも過去
1 年間のボランティアの参加を尋ねているが，近い時期の「社会生活基本調査」における全体
の参加率は，平成18年度調査22）で26.2％（29,722人／178,820人），東日本大震災後の平成23
年度調査23）でも26.3％（29,951人／178,444人）と比較的安定して推移している．「社会生活基
本調査」は，過去 1 年の参加経験の質問であり，本稿で扱うこれまでの人生における参加経験
とは明らかに趣旨が異なるが，「社会生活基本調査」の結果は，調査 A，B，C，D の変化を説
明できるものではない．とりわけ唯一の電話調査である調査 D は，調査 C のわずか 4ヵ月後に
行ったものだが，ボランティア活動の経験者が54％と突出して高い．電話で，二者択一の形で
聞かれると，肯定的な回答を答えがちになる可能性を考える必要があるだろう．
　さて，経験の有無だけであれば，回答比率の違いだけを検討すればよいが，ここでは，その
22） http://www.stat.go.jp/data/shakai/2006/h18kekka.htm 参照．
23） http://www.stat.go.jp/data/shakai/2011/h23kekka.htm 参照．なお，東日本大震災による被災地の一部は，
調査から除かれている．
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図 2　経験の有無についての帯グラフ
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他・DK も含めた度数分布が，それぞれの調査において互いにどれほど似通っているかを検討す
る．そのため，本稿では，クラメールのV係数の性質を利用し，二つの調査の度数分布の類似・
乖離を検討する．
　クラメールの V 係数は，本来は，同一の標本（大きさ n）における二つの名義尺度変数に基
づく r 行× c 列のクロス表における χ2 の値を調整したもの　　　　　　　　　　　である．し
かし，もしここで，クラメールの V 係数が，0 侑 V侑 1 で変化する（二つの変数が独立の時に 0
をとり，完全に連関があるときに 1 をとる）ことに注目し，調査の種類を一つの選択肢とみな
してクラメールの V 係数を利用すると，実は二つの調査の結果の度数分布の類似性を示す指標
として使うことができる．
　クラメールの V 係数の本来の使い方とは異なるが，この要領で各調査 A，B，C，D からペア
となる調査の組を用意して V 係数を測定すると，表 3 のような結果になる．
表 3　Cramer’sV の値
A　意識動向07 B　市民社会07 C　12次国民性 D　市民社会08
A　意識動向07 0.000 0.044 0.135 0.198
B　市民社会07 0.000 0.133 0.226
C　12次国民性 0.000 0.096
D　市民社会08 0.000
　通常の相関係数や連関係数とは逆に，0 に近いほど対となる 2 つの調査の度数分布は似通っ
ていることを示し，逆に 1 に近いほど対となる二つの調査の度数分布は異なっていることを示
している．
　では，それぞれの調査の結果は，どのように類似，あるいは乖離していたのであろうか．表
3 の結果からまず目につくのは，各組み合わせのうち調査 A・B と調査 D との間の乖離が大きい
ことである．調査 A・B と調査 D は，調査の時期，モード，ワーディング，構成のあらゆる面
をとっても異なっていることから合点のいく結果である．
　今度は，調査 A・B と調査 D の間の時期に実施された調査 C を中心に考えてみよう．度数分
布に関して，調査 A，B，D のうちどの結果が，最も調査 C の場合に類似していると考えられ
るのであろうか．調査 C と調査 A，B，D のそれぞれの組み合わせから計算される V 係数，VAC，
VBC，VCD は，それぞれ0.135，0.133，0.096であるから，実は A，B，D の中では，D が最も近
いことになる．図 2 を見ただけでは判然としなかったが，調査 C と調査 D はともにその他・DK
の割合が減少していることもあるので，全体の相対度数分布に注目すれば，調査 A・B よりも調
査 D の方が調査 C に近い．
　そもそも経験有りの相対度数は，調査 C と調査 D の差が約 9％，調査 A と調査 C の差が約 6
％なので，経験有りの差自体は CD 間よりも AC 間の方が大きかったのだが，その他・DK の差
V＝ χ
2
n・min（r－1, c－1）
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が影響し，全体の相対度数分布としては，調査 A の方が調査 D よりも調査 C から乖離していた
ことになる．調査 D が 4 つの調査のうち唯一の電話調査であることなどを考え合わせると，こ
のことは，実は比較調査に関する以下の事実を意味している．
　調査モード，あるいは質問文のワーディングや構成が形式的に統一されていることよりも，
調査相手が回答しやすい（無回答がでにくい）良い質問文になっていることが比較可能性を維
持するためにはより重要である．
　さらに，調査 A と調査 B について，もとのデータを見直すと，同じ時期に，同じワーディン
グ（しかも，前数問の順序も同じ）で実施にもかかわらず，本来の選択肢別の度数分布の違い
は顕著である（表 2，図 3）．例えば，選択肢 3（～するとは限らない）と 4（～することはな
い）の大小関係が逆転している．調査 A と調査 B では，標本サイズと全体の調査票構成，委託
先調査機関が異なっているなどの違いはあるが，調査時期，質問文，直前の質問数問の順序な
どは同一である．しかし，それだけの条件が同一であっても，そのような違いが生じているの
である．こういった現象が起きるのは，未回収標本の影響や実査調査機関の違いなど実査上の
諸条件の差異がないとは言えないが，4～5%の無回答を生じさせるような質問文そのものの問
題を無視するのは難しい．
　次に，各調査結果における回答者の属性と目的項目の間の関連構造を観察することにより，
調査間で関連構造に差が出ているかどうかを検討する．議論がやや主観的になるきらいはある
が，それによって間接的に質問文の変更の影響を受けているのかどうかを大局的に捉える．
　具体的には，各 4 つの調査結果のデータを用いて，ボランティアに関係する項目と性別・年
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図 3　調査 A と調査 B の比較
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齢・学歴といった三つの属性項目についての多重対応分析（Multiple Correspondence Analysis）
を行った24）．その結果が，図 4～8 である．なお年齢については，20代，30代のように，10歳刻
みのカテゴリーを使用している．年齢の実数を使用しなかったのは，電話調査である調査 4 で
は一歳刻みで把握できないが，10歳刻みのスケールであればどの調査でも把握しているからで
ある．また，あくまで回答傾向パターンの安定性を見るのが目的であるので，その他・DK など
も一つのカテゴリーとして活用した．ただし，調査 4 については，その他・DK などを含めた状
態（図 7）では解釈しにくいので，見にくい個所（囲った部分）を改めて表示した（図 8）．
　図 4 から図 8 まで概観して気づかされるのは，幾分か安定的でない部分もあるが，大まかな
傾向は一貫しているという点である．例えば，「したことがある」や「いつか必ずする」といっ
24） ここでの計算は，SPSS Statistics 17.0による．なお，多重対応分析については，Benzécri （1992）や大
隅・Lebart・Morineau・Warwick・馬場 （1994）を参照のこと．
-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5
-2.5
-2
-1.5
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
ዪ
20௦
30௦
40௦
50௦
60௦
70௦
ࡋࡓࡇ࡜ࡀ࠶ࡿ
࠸ࡘ࠿ᚲࡎࡍࡿ
ࡍࡿ࡜ࡣ㝈ࡽ࡞࠸
ࡍࡿࡇ࡜ࡣ࡞࠸
ࡑࡢ௚
D.K.
ᑠ༞
୰༞
㧗༞
኱༞
ࡑࡢ௚
↓ᅇ⟅
-3
⏨
図 4　調査 A「意識動向07」の多重対応分析の結果
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た一つ一つの項目の重心座標に注目して，各回答の特徴付けを行おうとすると，調査ごとに異
なった特徴を導き出しかねない．特に性別との布置関係は不安定で，調査ごとに異なる解釈を
行いかねない．ただし，性別の重心座標は，どの調査でも原点周り布置しているので，ボラン
ティアとの関わりについての質問項目とは関連性がやや弱いという点では一貫している25）．
25） クロス表で確認すると，全く関連がないとも言えないが，他の項目比べるとやや関連性が弱い点では，
どの調査でも共通している．
図 5　調査 B「市民社会07」の多重対応分析の結果
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　そこで，「したことがある」や「いつか必ずする」といった前向きな回答群だけでなく，「す
ることはない」などの否定的な回答群を含めて，全体を鳥瞰して解釈すると，ボランティア活
動への前向きな回答は，大卒等の高学歴および20代あるいは30代の若年層の回答の重心座標と
近接する傾向にあり，高学歴・若年層とボランティア活動の密接さがあるという傾向（逆に言
えば，低学歴・高齢者層においては否定的な回答群との相性の良さがあるという傾向）につい
ては 4 つの調査において一貫して確認できる．質問文の表現が同じだったにもかかわらず単純
集計では相対度数分布に違いが生じていた調査 A と調査 B についても，図 4 と図 5 の図におい
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図 6　調査 C「12次国民性 M 型」の多重対応分析の結果
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ても「することはない」「するとは限らない」の否定的回答の重心座標は，中卒（学歴）や高齢
層（60代以上）の近傍に位置している．逆に，「したことがある」の近傍に大卒（学歴）が位
置している．
　以上から，次の 2 点が示唆される．第一に，質問文のワーディングや構造を多少変えたとし
ても質問の趣旨が損なわれないものであれば，属性変数との大局的な連関構造は維持される場
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図 7　調査 D「市民社会08」の多重対応分析の結果の全体像
図 8　調査 D「市民社会08」の多重対応分析の結果の抜粋
⏨ᛶ
ዪᛶ
20௦30௦
40௦
50௦
60௦
70௦
80௦
ᑠ࣭୰Ꮫᰯ
㧗ᰯ
▷኱
኱Ꮫ㸪
኱Ꮫ㝔
ࡋࡓࡇ࡜
ࡀ࠶ࡿ
࠸ࡘ࠿ᚲࡎ
࠿࡞ࡾ
㧗࠸
࠶ࡲࡾ࡞࠸
඲ࡃ࡞࠸
-1
-0.5
0
0.5
1
1.5
-2.5 -2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1
関西大学総合情報学部紀要「情報研究」第41号102 2014年8月
合がある．第二に，同一の質問文の調査において，単純集計レベルでの相対度数の分布の差異
が生じていたとしても，属性変数との大局的な関連構造は維持される場合がある．
4．議論
　日本人の国民性調査において，1978年以来継続して調査されている質問項目に「#2.11 好き
なくらし方か人のためか」がある．
［リスト］あなたは、つぎの 2 つの暮し方のうち、どちらに賛成ですか？ 
　　1 人のためにはならなくても、自分の好きなことをしたい 
　　2 自分の好きなことかどうかはともかく、人のためになることをしたい 
　　3 その他［記入］
　　4 D. K.
　図 9 は，この項目の採用を開始した時点から最新の調査までの年齢層別の推移である．過去
5 年間において20代，30代，40代で選択肢 2（自分の好きなことかどうかはともかく、人のた
めになることをしたい）を選ぶ人の割合の増加が顕著である．第12次の国民性調査（2008年実
施）では，20代（43%）と30代（52%）で過去最高の割合を示している．若年層において利他
的な生き方に対する人気が，以前と比べると高まってきていることがうかがえるだろう．暮し
方とボランティアは，直接的につながる事柄とはいえないが26），このような変化は，年齢層とボ
26） 人のためになることには，公僕になる・寄付をするなどボランティア以外に色々ある．
図 9　人のためになることをしたい（#2.11）
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ランティアとの関わりの間の大局的な関係の背景にあるといっても不思議ではない．
　つまり，もともと連関が想起されるような項目との関係は，多少ワーディングが変わってい
てもある程度安定して把握される．一方，性別のようなボランティアとの関連性を直接的に想
定しにくい項目との関係は，図 4～8 において重心座標の布置関係が調査ごとに変化していた
ように，特徴を安定的に把握しにくい．これは，ワーディングが変わったためというよりも，
もともと関連性が弱いために調査誤差の影響を受けやすいということではないだろうか．
5．結びに代えて
　本稿では，実質的な趣旨は同一だがワーディングや構造が異なる質問文の結果を比較するこ
とは，現実にはよく起こりうることと考え，比較のための実験的な調査ではない 4 つの調査の
結果を比較し，質問文のワーディングや構造を変更することで生じる影響について検討した．
　その結果，調査 A と調査 B については，ワーディング・時期がほぼ同一で調査条件が似てい
ることもあり，経験の有無という観点だけで見れば，もっとも類似性が高いということが明ら
かになった．ただし，将来の可能性についての意識についての選択肢を含めると，調査 A と B
の間には度数分布の形に違いが生じていた．また，モードや構造が大きく異なるはずの調査 C
と調査 D が 2 番目に高い類似性を示し，調査 A・B と調査 C・D は，分布の面では相対的に乖離
していることがわかった．そして，これらの原因は，経験の有無の回答分布が類似していたと
いうよりも，無回答の発生が調査 A・B で多く，調査 C・D で少ないことにあった．
　さらに，性・年齢・学歴といった属性項目を用いた多重対応分析からは，細かい点では各調
査間に異なる特徴がみられるものの，大まかな傾向としてはボランティアとの関わりに関する
質問項目と学歴や年齢層との関連性が四つの調査の間で共通してうかがえた．
　つまり，質問文の変更といっても比較可能性にとって必ずしも悪いことばかりではないとい
うことが明らかとなった．もちろん印象やフレーミングを変えるような変更は，比較可能性を
損なうので問題だが，質問文に改善の余地が大きく無回答が多いような場合には，質問文を変
えることで生じる誤差よりも，ワーディングを改善しないことで生じる無回答の誤差の方が問
題となりうる．また，仮にワーディングや構造を変更したとしても，項目間の構造の面で大ま
かな傾向は保たれている可能性もある．
　ただし，本稿は「安易に質問文を変えても良い」と言いたいわけではない．本稿でも比較可
能性を保つためには，できるだけ質問文は同一にするほうが望ましいという立場である．その
ような立場に立ちつつも，慎重な変更であれば，ワーディングや構造の変更も総合的な判断の
中で許容されることもあるという考え方を提示したに過ぎない．
　また，本稿では，仮説の探索的な発掘を重視し，推測統計学の利用を抑えたため，全体的に
議論が主観的なきらいもある．そのような限界については，本稿がより精緻な成果につなげる
ための調査結果の比較事例の蓄積を図ったものとして理解することで，ご容赦願いたい．
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